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１．「働き方改革」の基本的な考え方 
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○ 基本的な背景 
 ẓ  
  （2065 年には総人口が9,000 万人を割り込み、高齢化率は38％台の水準 
   になると推計） 
 
○ アベノミクス、一億総活躍の目指すもの 
 → 女性・高齢者等の活躍促進 
 →  
  （※）長時間かつ硬直的な労働時間（正規雇用） 
      低賃金と不安定な雇用（非正規雇用） 等 
 
○ 「働き方改革」は、「魅力ある職場づくり」の実現による  
    
   ẑ  

「働き方改革」のポイント 
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生産年齢（15歳～64歳）人口割合（右目盛） 
(百万 (％) 

2010 年から2015 年にかけては、15歳未満人口は 100 、 
15～64歳人口は 490 、64歳以上人口は 450 で、 
15歳以上の人口としては、45 であった。 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」(平成24年1月推計)  
     (注)1. 将来推計人口は、出生中位(死亡中位)推計による 

2.15 歳以上人口に占める中小企業の従業者総数の割合は、2012 年時点で29% 、2014 年時点で30% 。
2012 年以前の従業者総数のデータはないが、会社の常用雇用者数+ 個人事業所の従業者総数の合計値
が、15歳以上人口に占める割合は、2001 年以降、およそ26% 前後で推移。 

ễḰ  

○ 深刻化する人材不足は経営上の不安要素としても年々大きくなっている。 
○ 生産年齢人口が減少する中、人材不足は恒常化しうる経営課題。求職難から求人難の時代に。 
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（参考１）少子高齢化による労働力人口の減少・人手不足の現状 
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Å日本経済再生に向けて、 。 、企業文化や風土も含めて変えようとするもの。
する。 

Å働き方改革こそが、 。生産性向上の成果を働く人に分配することで、賃金の上昇、需要の拡大を通じ
た成長を図る「成長と分配の好循環」が構築される。社会問題であるとともに経済問題。 

Å雇用情勢が好転している今こそ、政労使が3本の矢となって一体となって取り組んでいくことが必要。これにより、人々が人生を豊かに生きていく、
ようになる。 

 

Å4年間のアベノミクスは、大きな成果を生み出した。 
V [ 名目GDP]47 兆円増加、９％成長 

V [ 賃上げ] ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟが４年連続で実現しつつある 

V [ 有効求人倍率]25 年ぶりの高水準、史上初めて 
          47全ての都道府県で１倍超。 

V [ 正規雇用]26 か月連続で前年を上回る勢い。 

V [ 相対的貧困率] 足元で減少、子供の相対的 
          貧困率は初めて減少に転じた。 

 

  

 
 

正規と非正規の理由なき格差を埋めていけば、自分の能力を評価されている納得感が醸
成。納得感は労働者が働くモチベーションを誘引するインセンティブとして重要、それによって
労働生産性が向上していく。 

Å他方、個人消費や設備投資といった民需は、持ち直しつつある
ものの、足踏みがみられる。 

Å経済成長の隘路の根本は、人口問題という構造的な問題に
加え、イノベーションの欠如による生産性向上の低迷、革新的
技術への投資不足。 

Å日本経済の再生を実現するためには、投資やイノベーションの
促進を通じた付加価値生産性の向上と、労働参加率の向上
を図ることが必要。 

Å一億総活躍の明るい未来を切り拓くことができれば、少子高齢
化に伴う様々な課題も克服可能。 

 

 
 

長時間労働を是正すれば、ワーク・ライフ・バランスが改善し、女性や高齢者も仕事に就き
やすくなり、労働参加率の向上に結びつく。経営者は、どのように働いてもらうかに関心を高
め、単位時間（マンアワー）当たりの労働生産性向上につながる。 

転職が不利にならない柔軟な労働市場や企業慣行を確立すれば、自分に合った働き方を
選択して自らキャリアを設計可能に。付加価値の高い産業への転職・再就職を通じて国全
体の生産性の向上にも寄与。 

正当な処遇がなされていないという気持ちを「非正規」労働者に起こさせ、頑張ろうという意
欲をなくす。 

健康の確保だけでなく、仕事と家庭生活との両立を困難にし、少子化の原因や、女性の
キャリア形成を阻む原因、男性の家庭参加を阻む原因。 

ライフステージに合った仕事の仕方を選択しにくい。 

 
 

 

 
 

 

 

単線型の 
日本のキャリアパス 
を変えていく 

＝ 

＝ 

＝ 

(参考２）働き方改革の意義【基本的考え方】 働き方改革実行計画（平成29年３月28日 
働き方改革実現会議決定）概要より抜粋 
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働き方改革をめぐる政府の動き 
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○平成28年９月27日に第１回働き方改革実現会議を開催。安倍総理、関係大臣に加えて、労使双方の代表  
等の有識者議員による議論を実施。平成29年３月28日に最終回である第10回を開催し、働き方改革実行
計画を取りまとめた。 

○今後、本実行計画に丁寧に書き込まれた内容に忠実に従って、関係審議会の審議を終え、早期に法案を国会
に提出していく。 

平成28年９月２日  
内閣官房に 
働き方改革実現推進室を設置 

世の中から「非正規」という
言葉を一掃していく。そして、
長時間労働を自慢する社会を
変えていく。 

９月27日 
第１回働き方改革実現会議を開催 

大切なことは、スピードと実行。
もはや先送りは許されない。必ず
やり遂げるという強い意志をもっ
て取り組んでいく。 

働き方改革実行計画の決定は、
日本の働き方を変える改革に
とって、歴史的な一歩である 
と思います。 

平成29年３月28日 
第10回働き方改革実現会議で 
働き方改革実行計画を決定。 


